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まえがき 

 

 このバランスシートは、総務省（旧自治省）の「地方公共団体の総合的な財政分析

に関する調査研究会報告書」（平成 12年 3月。以下「報告書」という。）に基づき作成

しました。地方公共団体の多くがこの報告書に基づき作成しています。 

 

 バランスシートとは、一般的に企業では「貸借対照表」と呼ばれる財務状況を示す

表のことで、会計年度の期末時点において、どんな財産を持ち、その財産を持つため

のお金はどうして調達したのかなどを一目で分かるようにするために一覧表にまとめ

たものです。 

 次の図をご覧ください。これがバランスシートの大まかな形です。左半分（借方）

が資産、右半分（貸方）が負債と正味資産から成り立っており、資産は負債と正味資

産によって手に入れたお金が形を変えて町に残ったものともいえます。 

 

  ≪バランスシートの概略図≫ 

 

        資  産       ＝  負 債 ＋ 正味資産 
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(将来の支出を義務付けられたもの) 

 
資
し

  産
さん
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国や県からの補助金 

税金等の自己資金 

 

 

 企業では利益の追求を目的としているのに対し、地方公共団体は住民福祉の増進を

目的としており、また、企業の財務活動は弾力的な活動を認めていますが、地方公共

団体では議会の議決及びチェックがなされています。 
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Ⅰ 作成方法 
 

 １ 作成に用いた基礎数値 

  昭和 44 年度～平成 17 年度までの「地方財政状況調査表」（以下、「決算統計」と

いいます。）を基礎数値としました。したがって、昭和 43 年度以前に取得した財産

は含まれていません。 

 

 ２ 対象会計範囲 

  一般会計及び土地取得特別会計の普通会計を対象としています。他の地方公共団

体との比較をする上では普通会計によりバランスシートを作成することが必要とな

るため、普通会計をバランスシート作成のための対象会計としました。 

 

 ３ 作成基準日 

  平成 18年 3月 31日 

  なお、出納整理期間（平成 18年 4月 1日から平成 18年 5月 31日まで）における

出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

Ⅱ 用語解説 
 

【資産】 
 資産とは、「一会計年度を越えて、地方公共団体の経営資源として用いられると見込

まれるもの」とされており、「有形固定資産」、「投資等」、「流動資産」があります。 

 

 １ 有形固定資産 

昭和 44 年度以降に形成された道路、河川、学校、庁舎など町民サービスを行うた

めの物質的な資産であり、取得原価主義により評価しています。 

また、土地以外については、定額法により減価償却（耐用年数は５ページ参照）

を行っています。 

なお、市町村をはじめとする他の団体に支出した補助金等により形成された有形

固定資産は計上していませんが、附属資料として支出区分や支出額等を示していま

す。 

 

 ２ 投資等 

  公益法人等への投資や出資金、奨学資金や地域総合整備資金の貸付金、地域福祉

基金や土地開発基金などの基金現在高を計上しています。 

 

 ３ 流動資産 

  年度間の財源調整に用いられる財政調整基金、毎年度の町債の償還に用いられる

減債基金、形式収支（当該年度の歳入－歳出）に相当する歳計現金及び町税等の未

収金を計上しています。 
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【負債】 
 負債には、「固定負債」と「流動負債」があります。負債とは簡単に言えば、将来現

金が出て行くことを契約上または会計的に約束したものです。 

 

 １ 固定負債 

  町債残高のうち翌々年度（平成 19 年度）以降の元金償還予定額、債務負担行為額、

退職給与引当金を計上しています。 

なお、退職給与引当金については、定年退職する職員を除き、他の職員全員が平

成 18年 3月 31日に普通退職した場合に必要となる支給額を推計しています。 

 

 ２ 流動負債 

  翌年度（平成 18年度）の町債元金償還予定額を計上しています。 

 

【正味資産】 
 資産から負債を控除した差額を正味資産として計上しています。 

この部分は、企業会計では「資本の部」、「純資産」あるいは「株主持分」と呼ばれ

ています。しかし、営利活動を目的としない地方公共団体には、企業のバランスシー

トにあるような資本や持分等の概念がそぐわないものであろうと判断されたため、正

味資産という用語が使用されています。 

 

 １ 国庫支出金・県支出金 

有形固定資産の形成に充当された国庫支出金及び県支出金の累計額を計上してい

ます。土地以外の有形固定資産に充てられたものについては、その有形固定資産の

減価償却に合わせて償却を行っています。 

 

 ２ 一般財源等 

資産と負債の差である正味資産から国庫支出金及び県支出金を差し引いた額を計

上しています。 

 

 一般企業において、財務の安定性を判断する基準として「自己資本比率」が使われ

ますが、これに相当するものを「正味資産構成比率」といいます。 

正味資産 

総資産（資本） 

 資産の形成に当たってこれまでの世代によって既に負担された割合を示しています。

この数値が高いほど、資産と比べて地方債の償還等による将来の負担が小さいことを

示しています。 

 

 

 

 

 

 

正味資産構成比率(％)＝ 



（単位：金額は千円、町民一人当たりは円）

金 額 町民一人当たり 金 額 町民一人当たり

27,957,775 2,211,849 １ 固定負債 9,449,639 747,598

(1) 4,056,196 320,902

(2) 1,121,187 88,702 (1) 8,078,863 639,151

(3) 95,091 7,523

(4) 7,183,743 568,334 (2) 58,766 4,649

(5) 542,760 42,940 ① 物件の購入 58,766 4,649

(6) 9,907,953 783,857 ② 債務保証又は 0 0

(7) 267,200 21,139 損失補償

(8) 4,736,589 374,730 (3) 1,312,010 103,798

(9) 47,056 3,723

2,874,143 227,385 ２ 流動負債 975,151 77,148

686,232 54,291

(1) 169,757 13,430 (1) 975,151 77,148

(2) 102,128 8,080 （地方債）

(3) 414,347 32,781 (2) 0 0

① 特定目的基金 359,832 28,468

② 土地開発基金 54,515 4,313 10,424,790 824,746

③ 定額運用基金 0 0

1,858,268 147,015

(1) 1,716,495 135,799 １ 国庫支出金 3,264,070 258,233

① 財政調整基金 1,130,762 89,459

② 減債基金 406,722 32,177 ２ 県支出金 5,252,375 415,536

③ 歳計現金 179,011 14,162

(2) 141,773 11,216 ３ 一般財源等 11,561,040 914,639

① 地方税 31,175 2,466

② その他 110,598 8,750 20,077,485 1,588,409

30,502,275 2,413,155 30,502,275 2,413,155

※　債務負担行為に係る補償等 ① 物件の購入に係るもの 0 千円

② 債務保証又は損失補償に係るもの 0 千円

③ 利子補給等に係るもの 0 千円

- 4 -

１ 有形固定資産

農林水産業費

投資及び出資金

商工費

土木費

消防費

教育費

未収金

資 産 合 計

科 目

[ 負 債 の 部 ]

地方債

翌年度繰上充用金

科 目

現金・預金

３ 流動資産

その他

 うち土地

２ 投資等

[ 資 産 の 部 ]

貸付金

基金

負債・正味資産合計

正 味 資 産 合 計

[ 正 味 資 産 の 部 ]

債務負担行為

退職給与引当金

負 債 合 計

※　町民一人当たりの金額は、バランスシートの金額を基準日（平成18年3月31日）の人口12,640人で
割ったものです。

平成１７年度美里町バランスシート（普通会計）

翌年度償還予定額

[平成18年3月31日現在]

貸 方

総務費

民生費

衛生費

借 方
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総務省方式による有形固定資産の耐用年数表 

 

区分 耐用年数 区分 耐用年数 

１ 総 務 費 

 （１） 庁 舎 等 

 （２） そ の 他 

 

５０ 

２５※ 

２ 民 生 費 

 （１） 保 育 所 

 （２） そ の 他 

 

３０ 

２５※ 

３ 衛 生 費 ２５ 

４ 労 働 費 ２５※ 

７ 土 木 費 

 （１） 道 路 

 （２） 橋 り ょ う 

 （３） 河 川 

 （４） 砂 防 

 （５） 海 岸 保 全 

 （６） 港 湾 

 （７） 都 市 計 画 

    ア 街 路 

    イ 都市下水路 

    ウ 区 画 整理 

    エ 公 園 

    オ そ の 他 

 （８） 住 宅 

 （９） 空 港 

 （10） そ の 他 

 

１５ 

６０ 

５０ 

５０ 

５０ 

５０ 

 

１５ 

２０ 

４０ 

４０ 

２５※ 

４０ 

２５※ 

２５※ 

５ 農 林 水 産 業 費 

 （１） 造    林 

 （２） 林    道 

 （３） 治    山 

 （４） 砂    防 

 （５） 漁    港 

 （６） 農業農村整備 

 （７） 海 岸 保 全 

 （８） そ の 他 

 

２５※ 

１５ 

３０ 

５０ 

５０ 

２０ 

５０ 

２５※ 

６ 商 工 費 ２５※ 

８ 消 防 費 

 （１） 庁 舎 

 （２） そ の 他 

 

５０ 

１０ 

９ 教 育 費 ５０ 

10 そ の 他 ２５※ 

 

  

 ※は、別途調査に基づく平均的な有形固定資産の耐用年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 6 - 

【美里町バランスシートの分析】 

 

 今回のバランスシートの作成により、単年度毎の決算に基づく各種財政指標（経常

収支比率、公債費負担比率、起債制限比率等）に加え、これまでに税金の投入等によ

り整備された資産や将来返済しなければならない負債の状況等ストックに関する情報

を総括的に把握することが可能となりました。 

 特に、このデータを地方公共団体間で比較することにより、ストック面での本町の

特徴を把握し、今後の財政運営に生かしていくことが考えられますが、現時点では他

市町村のバランスシートが出揃っていないことから、時系列での比較を中心として分

析を行っています。 

 今後、各地方公共団体のバランスシートの作成事例が積み重ねられる中で、作成手

法や分析方法の改善が図られていくことになると考えられます。 

 なお、地方公共団体と民間企業では、その活動目的、資産の意味等が大きく異なる

ことから、民間企業のバランスシートとは単純に比較することができないことに留意

する必要があります。 

 

○資産、負債等の状況 

  昭和 44年度から平成 17年度までの 37年間に形成された資産は 305億 227 万 5千

円であり、町民一人当たりの資産は 241 万 3 千円となります。そのうち 279 億

5,777 万 5 千円は道路、農業基盤整備、教育施設などの有形固定資産の形成です。

一方、将来の負担となる負債は 104億 2,479 万円であり、町民一人当たり 82万 5千

円となります。 

  ここでいう資産は、負債返済能力としての資産価値を表すものではありません

が、これまでの行政運営の結果として、負債の約 2.9 倍の資産を形成してきたこと

が分かります。 

 

○経年変化による分析 

平成 16 年度との比較では、資産が 2.6％の減少、負債は 2.1％減少しています。

また、正味資産も、国県支出金のうち有形固定資産に充てられたものについて、減価

償却が大きかったため、2.9％減少しています。これらにより正味資産構成比率（３ペ

ージ参照）は、66.0％から 65.8％とわずかながら低下しています。 

 

（※平成 16年度と比較した「経年変化の状況」は、10ページを参照してください。） 

 

【参考 町民一人当たりバランスシート】 

 平成 17年度末のバランスシートを平成 18年 3月末の美里町の人口 12,640人で割っ

たものです。 

単位：円 

【負債】          824,746 

  固定負債        747,598 

  流動負債         77,148 

【資産】         2,413,155 

  有形固定資産     2,211,849 

  投資等          54,291 

  流動資産        147,015 【正味資産】       1,588,409 
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【資産】 

 １ 有形固定資産 

 有形固定資産の内訳を行政目的別に見ると、道路・河川・公営住宅などの土木費が

最も多く 99 億 795 万 3 千円（35.4％）、次いで農業基盤施設・林道などの農林水産業

費が 71億 8,374万 3千円（25.7％）、小中学校の施設を中心とする教育費 47億 3,658

万 9千円（17.0％）などとなっています。 

 また、平成 17 年度末の有形固定資産は、平成 16 年度末に比べ約 2.6％減少してい

ます。これは、それぞれの費目で資産形成を行っているものの、平成 17 年度に支出し

た金額よりも前年度までに形成した資産の減価償却費が大きかったことによるもので

すが、砥用東部地区の道路整備を重点的に行っている土木費の減少率は他の費目に比

べ小さくなっています。 

 

【参考 有形固定資産構成比の推移及び増減率】          （単位：％） 

行政目的別 
平成16年度 

構 成 比 

平成 17年度 

構 成 比 
増 減 率 

１ 総務費 14.6 14.5 △3.0 

２ 民生費 4.1 4.0 △4.8 

３ 衛生費 0.3 0.3 △5.8 

４ 農林水産業費 26.2 25.7 △4.3 

５ 商工費 2.0 1.9 △7.3 

６ 土木費 34.7 35.4 △0.6 

７ 消防費 1.0 1.0 △2.7 

８ 教育費 16.9 17.0 △2.2 

９ その他 0.2 0.2 △2.9 

計 

（うち土地） 

100.0 

（9.8） 

100.0 

（10.2） 

△2.6 

（1.8） 

 

 ２ 投資等 

 投資及び出資金については、平成 16年度と増減はありません。 

【投資及び出資金の内訳】                   （単位：千円） 

区   分 平成 17年度末現在高 摘        要 

商 工 関 係 13,400 
熊本県信用保証協会、熊本県雇用環境整備

協会基金、熊本県中小企業振興公社 

農林水産業関係 40,595 
緑川森林組合、㈲石段の郷中央、熊本県林

業従事者育成基金など 

開 発 関 係 145 
砂防フロンティア整備推進機構、くまもと

テクノ産業財団 

そ の 他 115,617 
宇城ふるさと市町村圏基金出資金、熊本さ

わやか長寿財団、熊本県暴力追放協議会 

合 計 169,757  

 



 - 8 - 

 貸付金は、平成 16年度に対し 737万 3千円減少し 1億 212 万 8千円となっています。

主な要因は介護老人保健施設整備資金貸付金について 714 万 2 千円の返済が行われた

ことによるものです。 

 

 基金は、平成 16年度に対し 385万 8千円減少し 4億 1,434 万 7千円となっています。

主な要因は花嫁対策輝きライフプラン積立基金について 400 万円の取り崩しを行った

ことによるものです。 

 

 ３ 流動資産 

 財政調整基金は、11 億 3,076 万 2 千円となっています。平成 16 年度の決算剰余金

のうち 1億 4,243 万 8千円と基金利子 45万 5千円を積み立てましたが、一方で財源調

整のため 1億 8,525 万 4千円の取り崩しを行ったため、平成 16年度に対し 4,236 万円、

3.6％の減少となっています。 

 

減債基金は、基金利子 14万 4千円を積み立てて 4億 672 万 2千円となっています。 

 なお、財政調整基金及び減債基金については千円単位としているためそれぞれ 1 千

円の端数調整を行っています。 

 

 歳計現金は、平成 16年度に対し 2,561万 5千円減少し、1億 7,901 万 1千円となっ

ています。 

 

 未収金の主なものは町税とその他です。町税は平成 16年度末には 3,040 万 5千円だ

ったものが平成 17年度末には 3,117万 5千円に増加しています。その他は国庫補助金

や県補助金、地方債などですが事業を繰り越したことによるものが主なものです。 

 

【負債】 

 １ 固定負債 

 地方債は、平成 16 年度末には 83 億 5,475 万 4 千円でしたが、平成 17 年度末には

80 億 7,886 万 3 千円と 3.3％減少しています。主な要因は、借入額を元金償還額以下

に抑制したことによるものです。 

 

 債務負担行為は、財務会計システム関連機器リース料や総合行政オンラインシステ

ム機器更新リース料などの支払いが進んだことなどにより 3,328 万 6 千円、36.2％減

少し、5,876 万 6千円となっています。 

 

 退職給与引当金については、年齢構成の上昇に伴う給与水準の変動などにより平成

16年度に比べて 0.6％の増加となっています。 

 

 ２ 流動負債 

 翌年度の町債償還予定額は、過疎対策事業債や臨時財政対策債などの償還額の増加

により平成 16年度に比べ 8,211 万 2千円、9.2％の増加となっています。 

なお、平成 17 年度決算の形式収支が黒字であることから翌年度繰上充用金は計上
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していません。 

 

【正味資産】 

 正味資産は、平成 16 年度末に 206 億 7,909 万 3 千円だったものが、平成 17 年度末

には 200億 7,748 万 5千円と 2.9％減少しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（単位：千円）

増減率(%)
【資産の部】
１．有形固定資産 28,690,832 27,957,775 -2.6
（１）総務費 4,181,919 4,056,196 -3.0
（２）民生費 1,178,215 1,121,187 -4.8
（３）衛生費 100,978 95,091 -5.8
（４）農林水産業費 7,506,351 7,183,743 -4.3
（５）商工費 585,723 542,760 -7.3
（６）土木費 9,969,999 9,907,953 -0.6
（７）消防費 274,617 267,200 -2.7
（８）教育費 4,844,544 4,736,589 -2.2
（９）その他 48,486 47,056 -2.9
　（うち土地） 2,822,047 2,874,143 1.8

２．投資等 697,463 686,232 -1.6
（１）投資及び出資金 169,757 169,757 0.0
（２）貸付金 109,501 102,128 -6.7
（３）基金 418,205 414,347 -0.9
　　　①特定目的基金 364,660 359,832 -1.3
　　　②土地開発基金 53,545 54,515 1.8
　　　③定額運用基金 0 0 0.0

３．流動資産 1,935,242 1,858,268 -4.0
（１）現金・預金 1,784,327 1,716,495 -3.8
　　　①財政調整基金 1,173,122 1,130,762 -3.6
　　　②減債基金 406,579 406,722 0.0
　　　③歳計現金 204,626 179,011 -12.5
（２）未収金 150,915 141,773 -6.1
　　　①地方税 30,405 31,175 2.5
　　　②その他 120,510 110,598 -8.2

資 産 合 計 31,323,537 30,502,275 -2.6

増減率(%)
【負債の部】
１．固定負債 9,751,405 9,449,639 -3.1
（１）地方債 8,354,754 8,078,863 -3.3
（２）債務負担行為 92,052 58,766 -36.2
　　　①物件の購入等 92,052 58,766 -36.2
　　　②債務保証又は損失補償 0 0 0.0
（３）退職給与引当金 1,304,599 1,312,010 0.6

２．流動負債 893,039 975,151 9.2
（１）翌年度償還予定額 893,039 975,151 9.2
（２）翌年度繰上充用金 0 0 0.0

負 債 合 計 10,644,444 10,424,790 -2.1
【正味資産の部】
１．国庫支出金 3,414,443 3,264,070 -4.4
２．県支出金 5,398,959 5,252,375 -2.7
３．一般財源等 11,865,691 11,561,040 -2.6

正 味 資 産 合 計 20,679,093 20,077,485 -2.9

負 債 ・ 正 味 資 産 合 計 31,323,537 30,502,275 -2.6
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美里町のバランスシート（経年変化の状況）

貸 方 平成１６年度 平成１７年度

借 方 平成１６年度 平成１７年度
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バランスシート附属資料 
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（単位：千円）

取得価額 減価償却累計額 残存価額
A B A－B

総務費 5,602,579 1,546,383 4,056,196
庁舎等 2,074,652 354,905 1,719,747
その他 3,527,927 1,191,478 2,336,449

民生費 1,804,023 682,836 1,121,187
保育所 99,687 56,097 43,590
その他 1,704,336 626,739 1,077,597

衛生費 175,893 80,802 95,091
清掃費 16,612 8,520 8,092
ごみ処理 10,991 3,039 7,952
し尿処理 0 0 0
その他 5,621 5,481 140
環境衛生費 125,297 50,193 75,104
その他 33,984 22,089 11,895
労働費 0 0 0

農林水産業費 15,553,713 8,369,970 7,183,743
造林 303,046 220,205 82,841
林道 5,799,589 2,964,746 2,834,843
治山 23,992 9,157 14,835
砂防 1,351 729 622
漁港 31,217 13,086 18,131
農業農村整備 7,092,724 4,009,611 3,083,113
海岸保全 0 0 0
その他 2,301,794 1,152,436 1,149,358

商工費 1,847,867 1,305,107 542,760
国立公園等 41,662 23,324 18,338
観光 1,647,806 1,152,388 495,418
その他 158,399 129,395 29,004

土木費 16,949,298 7,041,345 9,907,953
道路 13,552,047 5,732,255 7,819,792
橋りょう 912,016 222,206 689,810
河川 150,146 40,544 109,602
砂防 0 0 0
海岸保全 0 0 0
港湾 0 0 0
都市計画 178,643 38,355 140,288
街路 0 0 0
都市下水路 0 0 0
区画整理 0 0 0
公園 178,643 38,355 140,288
その他 0 0 0
住宅 2,134,478 987,413 1,147,065
空港 0 0 0
その他 21,968 20,572 1,396

消防費 508,935 241,735 267,200
庁舎 0 0 0
その他 508,935 241,735 267,200

教育費 7,148,047 2,411,458 4,736,589
小学校 2,344,010 920,219 1,423,791
中学校 2,418,289 872,983 1,545,306
高等学校 0 0 0
幼稚園 0 0 0
特殊学校 0 0 0
大学 0 0 0
各種学校 0 0 0
社会教育 715,499 239,594 475,905
その他 1,670,249 378,662 1,291,587
その他 88,422 41,366 47,056

合計 49,678,777 21,721,002 27,957,775

１．有 形 固 定 資 産 明 細 表
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（単位：千円）

用 途 取 得 価 額

道 路 橋 り ょ う 1,192,087

公 営 住 宅 201,352

小 学 校 11,674

中 学 校 66,991

そ の 他 1,402,039

合 計 2,874,143

２．土地の明細表

　「資産の部」の「１．有形固定資産」の中には約
２８億７千万円の土地を含んでいますが、主な用途
別の内訳は表のとおりです。
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（単位：千円）
昭和４４年度

以降累計額 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

総 務 費 61,634 0 10,525 11,320 10,772 1,941

民 生 費 15,382 3,599 0 1,166 508 839

衛 生 費 283,412 31,742 26,513 18,867 23,967 19,823

労 働 費 0 0 0 0 0 0

農林水産業費 1,480,317 81,726 99,481 52,296 75,584 76,524

商 工 費 23,325 0 0 175 350 0

土 木 費 1,229,568 22,754 16,410 33,490 28,475 24,770

消 防 費 89,756 1,874 4,812 4,020 8,599 3,978

教 育 費 70,274 967 397 3,105 1,281 2,752

そ の 他 0 0 0 0 0 0

合 計 3,253,668 142,662 158,138 124,439 149,536 130,627

（注）　国直轄事業負担金、県営事業負担金、同級他団体・公的団体等に対する普通建設事業
　　　に係る補助金等をとりまとめたものである。

直近５カ年の実績
区分

３．普通建設事業費に係る補助金・負担金等の状況
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（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 国庫支出金 県支出金 国庫支出金 県支出金
A B C D A＋C B＋D

総務費 153,850 181,849 5,000 0 158,850 181,849
庁舎 0 0 0 0 0 0
その他 153,850 181,849 5,000 0 158,850 181,849

民生費 132,481 210,503 0 0 132,481 210,503
保育所 16,377 5,882 0 0 16,377 5,882
その他 116,104 204,621 0 0 116,104 204,621

衛生費 59,648 68,205 0 0 59,648 68,205
清掃費 38,125 47,881 0 0 38,125 47,881
ごみ処理 0 0 0 0 0 0
し尿処理 38,125 47,881 0 0 38,125 47,881
その他 0 0 0 0 0 0
環境衛生費 21,523 20,324 0 0 21,523 20,324
その他 0 0 0 0 0 0
労働費 0 0 0 0 0 0

農林水産業費 490,088 4,393,863 3,877 48,648 493,965 4,442,511
造林 0 33,516 0 850 0 34,366
林道 110,405 1,468,194 1,276 20,753 111,681 1,488,947
治山 0 9,574 0 28 0 9,602
砂防 0 0 0 0 0 0
漁港 0 1,920 0 0 0 1,920
農業農村整備 226,748 2,532,476 0 22,326 226,748 2,554,802
海岸保全 0 0 0 0 0 0
その他 152,935 348,183 2,601 4,691 155,536 352,874

商工費 0 149,408 0 83 0 149,491
国立公園等 0 6,820 0 0 0 6,820
観光 0 142,188 0 32 0 142,220
その他 0 400 0 51 0 451

土木費 1,204,043 58,511 253,185 0 1,457,228 58,511
道路 684,589 35,618 246,260 0 930,849 35,618
橋りょう 28,897 20,659 6,925 0 35,822 20,659
河川 19,257 707 0 0 19,257 707
砂防 0 0 0 0 0 0
海岸保全 0 0 0 0 0 0
港湾 0 0 0 0 0 0
都市計画 59,625 0 0 0 59,625 0
街路 0 0 0 0 0 0
都市下水路 0 0 0 0 0 0
区画整理 0 0 0 0 0 0
公園 59,625 0 0 0 59,625 0
その他 0 0 0 0 0 0
住宅 411,675 1,527 0 0 411,675 1,527
空港 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0

消防費 115,896 663 17,214 5 133,110 668
庁舎 0 0 0 0 0 0
その他 115,896 663 17,214 5 133,110 668

教育費 827,010 134,828 1,778 0 828,788 134,828
小学校 372,149 12,032 0 0 372,149 12,032
中学校 202,666 290 0 0 202,666 290
高等学校 0 0 0 0 0 0
幼稚園 2,580 0 0 0 2,580 0
特殊学校 0 0 0 0 0 0
大学 0 0 0 0 0 0
各種学校 0 0 0 0 0 0
社会教育 62,777 19,792 0 0 62,777 19,792
その他 186,838 102,714 1,778 0 188,616 102,714
その他 0 5,809 0 0 0 5,809

合計 2,983,016 5,203,639 281,054 48,736 3,264,070 5,252,375
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４．国 ・県 支 出 金 算 出 表

償却対象分（償却後） 償却対象外 合計




